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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　途上国の開発･発展に係るNGOの活動は目覚しいものがあり、その活動は従来の国際機関による

協力もしくはODAによる事業にない肌理の細かさが特徴と言え、途上国の住民に直接裨益すると

いう点でNGOは不可欠な存在となっています。国際協力事業団（JICA）は、従来国際協力において

事業連携の機会の少なかったNGOを、ODA政府開発援助を含む国際協力におけるパートナーと認

識して、NGOの方々との事業連携を本格的に開始しました。NGOの方々と連携することで、それ

までの援助に比べより肌理の細かい協力・支援・援助を目指しています。

　JICAが事業を実施している途上国のNGOの活動を支援する「開発福祉支援事業」（Loca l
Development Program/Community Empowerment program）は1997年度に開始され、現在、現

地NGOの活動を直接に支援する事業は、JICAの実施している海外技術協力事業の一環として、「現

地NGO活用」という形態に整理・改編されて実施されています。

　日本のNGOを支援する事業形態としては、1998年度に「開発パートナー事業」が始まり、2000年

度からは、地域に根ざした活動を行う小規模の団体にも国際協力への参加機会を提供するという

観点から、「小規模開発パートナー事業」が始まりました。

　さらに、2002年度からはそれまでの開発パートナー事業・小規模開発パートナー事業の整理・

統合により、途上国の地域住民に裨益する成果のみならず、日本の市民の理解・参加を得ながら

実施するプロセスをも重視する「草の根技術協力事業」が始められました。

　草の根技術協力事業は、原則としてNGOの提案に基づいて実施されることになりますが、制度

が始まってまだ日の浅いこともあり、JICA関係者ならびに先方政府関係者の間ではまだ十分に理

解がなされておらず、案件採択後の手続きに必要以上に時間を要している場合もあります。従来

タンザニアでは、本邦NGOやタンザニアNGOとの連携プロジェクトとして開発パートナー事業、

小規模パートナー事業や開発福祉支援事業を実施してきましたが、そのような中で草の根技術協

力事業をさらに周知徹底するとともに、NGOとの連携事業として実施している小規模パートナー

事業「エイズ対策事業―ンゲレンゲレ郡におけるHIV/AIDS対策のためのキャパシティ・ビルディ

ング」が2003年６月を以って終了し、さらに開発パートナー事業として「エイズ対策事業－モロゴ

ロHIV/AIDS対策事業」が採択内定となっていることから、現在実施されている事業の成果の確認･

評価を行い、採択の内定している事業実施の判断に資するという点から、今般の事前確認調査団

の派遣となりました。

　本調査団は派遣中に、関係政府関係省庁及び地方行政府、現地NGO等と協議･事業聴取を行い、

現在実施中の事業に係る一定の評価と今後の事業実施に係る可能性と展望を得ることができまし

た。

　また、現在タンザニアにおいて実施されているNGO連携事業を視察することにより、タンザニ

アにおけるNGO－JICA連携事業の課題及び可能性を見出すことができたと考えます。

　本調査結果が、今後のタンザニアにおける草の根技術協力事業の発展と円滑な実施につながる

ことを期待いたします。

　最後に今回の事前確認調査団に対して様々な情報を提供していただきましたNGO関係者の

方々、日頃タンザニアにてJICA事業に対しご支援をいただきますと共に適切なご指導をいただい

ております在タンザニア日本大使館関係者の方々に対し心より御礼を申し上げます。
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ンジアンネ小学校　HIV/AIDSクラブ　インタビュー風景
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Traditional Birth Attendant、Traditional Healerによる啓発活動（劇）
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ADP Area Development Program 地域開発プロジェクト

＊特に説明がない場合は、「ンゲレンゲレ拡大地域開発プロジェクト」を指す。

AIDS Acquired Immune Deficiency Syndrome エイズ（後天性免疫不全症候群）

CMO Chief Medical Office （保健省）主席医務官

DHMT District Health Management Team 県保健行政チーム

DMO District Medical Officer 県医務官

HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウィルス

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力事業団

NACP National AIDS Control Programme 国家エイズ対策計画

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織

ODA Official Development Assistance 政府開発援助

PCM Project Cycle Management
プロジェクト・サイクル・マネージ

メント

PDM Project Design Matrix
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス

PRA Participatory Rural Appraisal 参加型農村調査手法

PRSP Poverty Reduction Paper 貧困削減戦略文書

R/D Record of Discussions 討議議事録

RMO Regional Medical Officer 州医務官

STD Sexually Transmitted Diseases 性感染症

TBA Traditional Birth Attendant 伝統的産婆

TACAIDS Tanzania Commission for HIV/AIDS タンザニアエイズ委員会

VCT Voluntary Counseling and Testing 自発的カウンセリング及び検査

WVJ World Vision Japan ワールド・ビジョン・ジャパン

WVT World Vision Tanzania ワールド・ビジョン・タンザニア

＊＊

・「プロジェクト」

説明がない場合は、JICAとワールド・ビジョン・ジャパンとの業務委託契約により実施

する小規模パートナー事業「HIV/AIDS対策事業－ンゲレンゲレ郡におけるHIV/AIDS対

策のためのキャパシティ・ビルディング－」をさす。

・「モロゴロHIV/AIDS対策事業」

採択内定済みの開発パートナー事業「モロゴロHIV/AIDS対策事業」
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第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要第１章　調査の概要

１－１　調査の背景と目的

　途上国においては、住民参加型の社会開発や政策形成に関する知的支援など、協力ニーズの多

様化が進むとともに、現地NGO、住民組織などのいわゆる市民社会の役割が増大している。ま

た、途上国における民営化や民活の流れが活発化するなかで、幅広い知見と機動的なネットワー

クを有する我が国のNGO、大学等が途上国の開発において果たし得る役割が増大している。

　一方国内においても、1998年１月に「21世紀に向けてのODA改革懇談会」において、政府による

NGO活動の積極的支援の一環として、社会開発セクターを中心とした小規模できめの細かい対応

が求められるプロジェクト等をNGOが請け負う方式（コントラクトアウト）の採用を検討するべき

である、との提言を行われた。

　これらの背景を踏まえて、国際協力事業団（JICA）は、従来の政府開発援助（ODA）に比較し、途

上国の要請に対して木目細かい協力・援助が可能となる、草の根レベルの協力の重要性を認識し、

1999年より、民間団体、特にNGO、大学、地方自治体などの非営利団体との連携事業として「開発

パートナー事業」を開始した。また、開発パートナー事業に１年程遅れて、規模の小さい事業に対

しては「小規模開発パートナー事業」を開始した。

　さらに、これら事業の経験を踏まえ、2002年度からは、「市民の発意による国際挙流翌活動を支

援し、広く市民に事業に参加してもらうこと」を基本概念として、「草の根技術協力事業」を開始し

た。

　タンザニア国においては、草の根技術協力事業は現在のところ実施されていないが、ワールド・

ビジョン・ジャパン（WVJ）をパートナーとして小規模開発パートナー事業「エイズ対策事業－ンゲ

レンゲレ郡におけるHIV/AIDS対策のためのキャパシティ・ビルディング－」（以下「ンゲレンゲレ

エイズ対策事業」あるいは「プロジェクト」）を実施しており、同地域のHIV/AIDS対策に係る人材育

成において成果が期待されている。

　本調査は、実施中の「ンゲレンゲレエイズ対策事業」を評価し、その結果を、今後実施の期待さ

れる草の根技術協力事業等の国民参加推進事業実施に資することを目的として実施した。

　また、今後さらに拡大が予想されるJICA-NGO連携事業について、「ンゲレンゲレエイズ対策事

業」を一例として、評価・今後の事業展開の方向性を検討した。

１－２　調査の基本方針

（1） 実施中の小規模開発パートナー事業を評価し、今後の事業展開について教訓、提言を引き

出す。

（2） NGOとの連携についての教訓・提言を引き出す。
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（3） NGOとの連携事業についての評価の方法を検討する。

１－３　調査団の構成と調査期間

　調査団の構成

　　団長／総括　　　宮田　伸昭　　JICA東京国際センター地域連携室室長代理

　　協力計画　　　　大野　裕枝　　JICA東京国際センター業務第１課

　　事業評価手法　　木村　友香　　国際開発センター調査部研究員（コンサルタント）

　調査期間：15年４月５日より４月16日まで（木村団員は４月19日まで）

　　　　　　詳細日程表は付属資料１

１－４　プロジェクトの背景と概要

１－４－１　プロジェクトの背景

（1） HIV/AIDSの状況

　タンザニアにおいてHIV/AIDSは以下のデータでも示されるように、単なる保健セクター

の問題ではなく、社会的な問題として認識されている。そのため、HIV/AIDSは、PRSP、

タンザニア保健セクター中期事業計画において重点分野としてあげられているだけなく、

2000年12月にはTACAIDS（タンザニアエイズ委員会）が設立され、マルチセクターでの取り

組みがなされている。

・推定HIV/AIDS感染者　200万人（うち、80％は20～44歳）

・15～49歳の推定感染率　12％

・平均寿命　56歳→47歳（2010推定）

・入院患者の50％はHIV/AIDS関連注１

・HIV/AIDS孤児　81万人
注２

　また、HIV/AIDS対策は、2000年に策定された国別援助計画、2001年に実施された政策協

議及びJICAの国別援助実施計画においても、重点分野と位置づけられている。

（2） プロジェクトの経緯

1993年７月 「地球的展望に立った協力のための共通課題（日米コモン・アジェンダ）」

構想の提唱

注１
以上TACAIDS Strategic Framework on HIV/AIDS 2003-2007  2003. 1

注２ USAIDS 2000
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1994年 「人口・エイズに関する地球規模問題イニシアティブ」開始

（HIV/AIDS分野・対象国タンザニアを含む）

2000年10月 小規模開パト「ンゲレンゲレエイズ対策事業」申請

2001年１月 日米合同プロ形成調査（HIV/AIDS・感染症・人口・保健）

2001年６月 開発パートナー「モロゴロHIV/AIDS対策事業」申請

2001年７月 民間提案型プロ形「NGO連携におけるHIV/AIDS対策」実施

2001年８月 開発パートナー「モロゴロHIV/AIDS対策事業」採択内定
注３

2002年６月 USAID-Japan Partnership for Global Health締結

2002年７月 小規模開パト「ンゲレンゲレHIV/AIDS対策事業」実施開始

（3） 援助協調

　タンザニアおける援助協調は95年の「ヘライナーレポート」に端を発しており、援助モダリ

ティの統一にかかる議論が急速にすすんでおり、財政支援、コモンファンドへの意向、技術

協力のアンタイド化、手続きの共通化、オンバジェット化等については、多くのドナーが積

極定な姿勢をみせているという状況にある。言い換えれば、我が国の従来型のプロジェクト

型の協力、「顔のみえる援助」は厳しい状況にあるといえる。

１－４－２　プロジェクトの概要

・案件名：HIV/AIDS対策事業

　－ンゲレンゲレ郡におけるHIV/AIDS対策のためのキャパシティ・ビルディング－

・受託団体名：特定非営利活動法人　ワールド・ビジョン・ジャパン

・契約期間：平成14年７月１日～平成15年６月30日

・契約金額：約1,000万円

・プロジェクトの位置：モロゴロ州モロゴロ・アーバン県ンゲレンゲレ郡
注４

の1 2 か村

（Kizuka、Sangasanga、Ngerengere、Sinyaulime、Kismo、Kidugalo、Visaraka、

Kiwege、Kisanga Stendi、Matuli、Mkulazi、and Diguzi）

・対象人口：２万3,673人
注５

注３
対象地域をムラリ郡にも拡大し、現在実施中の「ンゲレンゲレHIV/AIDS対策事業」を基盤に、さらにHIV/
AIDSの啓発活動等を３年間で発展させるプロジェクト。「ンゲレンゲレHIV/AIDS対策事業」の実施状況が

良好であることを確認したうえで、実施する予定。ムラリ地区ではワールド・ビジョン・USによる地域開

発計画が実施されている。
注４

タンザニアの行政組織は、中央（Central）から州（Region）、県（District）、郡（Division）、Ward、Village
（村）に分かれている。

注５
1998年の国勢調査に基づく数字である。
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・事業の目的

　地域住民に対し、HIV/AIDS等性感染症問題への啓発・予防活動を実施する現地の保健機

関・教員・民間医療従事者等ヘルス・サービス・プロバイダーが、HIV/AIDS等性感染症対

策に関するより高い知識・技術を習得するとともに、ンゲレンゲレ郡住民への予防啓発教育

や感染者ケアの体制が整備される。

・活動内容（成果）

１．PRAにより情報を収集し活動に反映すべき地域住民のニーズを明確にする。

２．ヘルス・サービス・プロバイダー及び村のリーダーのHIV/AIDS等、性感染症に関する

知識や技術の向のためのワークショップを実施する。

３．ピア・エデュケーターの養成、ハイリスクグループ（低年齢層）の組織化、配布教材制作

による啓発教育及びカウンセリングの体制を確立する。

４．HIV/AIDS感染者及びその家族に対するカウンセリング体制を確立する。

５．性感染症サービスの体制を強化する。

・関連事業（ンゲレンゲレ拡大地域開発プロジェクト）

　プロジェクトの対象地域を含むンゲレンゲレ郡21か村では、1997年から15年間の計画で

WVJがンゲレンゲレ拡大地域開発プロジェクト（Ngerengere Area Development Program：

ADP）を実施中であり、HIV/AIDS対策事業は、ADPと密接な連携のうえに活動を実施して

いる（ADPの活動内容は３－１－１を参照）。

１－５　調査結果概要

　HIV/AIDSは、保健医療セクターの問題にと留まらず、感染者に対するコミュニティの接し方、

孤児に係る課題等、社会的な問題として捉えなければならない。したがって、マルチセクターの

対応が必要であり、タンザニアにおいては、TACAIDS（タンザニアエイズ委員会）が設立され、関

連各省やNGOを巻き込んだ取り組みが始められている。

　この文脈において、「ンゲレンゲレエイズ対策事業」は、ワールド・ビジョン・ジャパンが自主

活動として97年から実施している「ンゲレンゲレ拡大地域開発（ADP）」の基盤を生かして、地域的

な取り組みを実践しており、成果を上げていると評価する。事業内容に関する評価については、

評価手法に沿って詳述するが、全体的な印象として、同地区におけるADPが今後も10年程度継続

実施されること、政府（主にDistrict（県））と緊密な連携がとれていることから、事業終了後も持続

性が確保される可能性が非常に高い。

　しかしながら、プロジェクトがJICAとの共同事業であり、我が国のODA事業であることから、
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そのプレゼンスを如何に示すかが、課題としてあることも事実である。タンザニア国のように、

二国間援助の形態そのものがコモンバスケットによる事業展開へと変容の転機にあるような趨勢

にあるなかで、二国間援助としての技術協力（JICA事業）をどう印象づけ、日本国内に対して納得

行くものにするかは大きな課題といえよう。

　本プロジェクト開始時点から、プロジェクトの活動主体が、WVJであるのかWVT（ワールド・

ビジョン・タンザニア）であるのか把握・理解するのが困難であったため、またWVTのプレゼンス

が現地タンザニアにおいて非常高いとの情報を有していたことから、JICA事業としてのあり方を

懸念し、再委託等の考え方についての検討を焦眉の急と指摘する向きもあった。費用対効果のみ

を考慮すれば、JICAとWVTが直接契約を結ぶ可能性もあるからである。事業費のうち契約金額の

多くを現地活動費に割いたことから、日本人プロジェクト・マネージャーの現地派遣期間が３か

月間・国内作業期間は１か月間のみとなったという事情を考慮しても、JICAとの契約相手方（共同

事業者）であるWVJの存在感をどこに見出し、どのように意義づけるべきか、『日本の顔の見える』

援助をどこにどのように設定すればよいかについて検討していた。が、今回現地を訪問し、以下

のような捉え方も可能との考えに至った。

　従来のODA事業とNGOの活動とは、性質の異なるものであった。JICAはNGOを開発における

パートナーと認識して、相互に補完しつつ、よりよい協力を実施するために、JICA・NGO連携事

業が開始された。この観点から、本事業においてJICAには実施できない、きめの細かい援助と

は、コミュニティに根ざした地域活動が様々な分野で展開されていること及び住民に対する「チャ

イルド・スポンサーシップ」事業であると考えられる。「チャイルド・スポンサーシップ」事業は

ワールド・ビジョン・ジャパンの日本人スポンサーの支援によるものであり、日本とタンザニア

の個人と個人の絆を結ぶ活動である。このように、個人レベルの活動を実施する（WVJの活動は個

人レベルを超えた部分にも及んでいるが）NGOと、政府間の協力を実施するJICAが、協力して共

通の目的（＝HIV/AIDS対策）に取り組むことが、JICA・NGO連携事業の意義ではないかというこ

とである。

　同時に、このようなNGOとの連携事業は、援助協調が進んだタンザニアにおいて、『日本の顔の

見える』援助としての役割を果たす可能性も高い。実際に、現地調査中、プロジェクト対象地域の

子供たちが、「日本人？」と声をかけてくるなど、現地において、日本の存在が地域住民意識され

ていることが、感じられた。これは、プロジェクト・マネージャーの存在のみならず、上述のチャ

イルド・スポンサーシップやスタディツアーの結果と考える。

　2003年６月末をもって「プロジェクト」が終了した後は、開発パートナー事業「モロゴロHIV/AIDS

対策事業」の実施が検討されている。現在までの「プロジェクト」の実績、及び新しく加わるムラリ

地区にもワールド・ビジョン・USによるADPが実施されており、今後も５年程度継続実施される

ことから、「モロゴロHIV/AIDS対策事業」も十分に実施可能と判断できる。
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　ただし、上述のようにJICA・NGOの連携事業の意義を考慮すれば、開発パートナー事業が実施

された場合には、新たな対象地域となるムラリ地区においてもスポンサーシップ等、ワールド・

ビジョン・ジャパンの関与が適切な態様・比率で担保されることが条件として考慮されるべきで

ある。

　また、社会セクターとしてHIV/AIDS問題に取り組むという点で、現時点ではHIV/AIDSに対す

る意識向上の段階であり、活動に対する評価は高いものがあるが、今後検査等が開始され、エイ

ズ患者へのケアや差別の問題等HIV/AIDSの最も深刻な場面に至った場合、その対処方法には課題

も残されている。これに対しては、専門性を有する人材をスタッフとする、あるいは関与させる

ことが重要である。併せて、保健省アドバイザー（JICA専門家）等から、モニタリング等の機会に

おいてプロジェクトへの助言を得ることも価値があると思料する。

　加えて、ンゲレンゲレ地区には軍の施設があり、軍関係者はハイリスクグループと判断できる

ことから、HIV/AIDS対策事業において、軍の存在は無視できないものとなっている。軍はODA

事業の直接のC/Pとはなり得ないが、軍関係者も参加可能なセミナー開催等も、計画には含めるべ

きである。

　なお、開発パートナー「モロゴロHIV/AIDS対策事業」は、「プロジェクト」の終了後は、現在のモ

メンタムを消さないために、また、現在のプロジェクトのスタッフの雇用問題のため、速やかに

開始されるべきと考える。国際約束やR/Dについては、「ンゲレンゲレHIV/AIDS対策事業」と同様

の手続きとなるため、円滑に進められると考えるが、R/Dの署名者を「ンゲレンゲレHIV/AIDS対

策事業」と同様保健省とするか、あるいは新たに設立されたタンザニアエイズ委員会（TACAIDS）

とするかは、検討の必要があり、現地JICA事務所の見解等も参考としつつ決定することが望まし

い。
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第２章　プロジェクト評価の方法第２章　プロジェクト評価の方法第２章　プロジェクト評価の方法第２章　プロジェクト評価の方法第２章　プロジェクト評価の方法

　「エイズ対策事業－ンゲレンゲレ郡におけるHIV/AIDS対策のためのキャパシティ・ビルディン

グ－」に係る評価調査の実施にあたっては、PCM（プロジェクト・サイクル・マネージメント）手法

を用いた。評価は、「JICA事業評価ガイドライン」に基づき「PDMと評価５項目」による評価手法を

採用した。具体的には、「プロジェクト」の実績及び「プロジェクト」のプロセスに係る情報収集を行

い、その情報を「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」の５つの観点から評

価・分析し、結果を導き出した。

　本評価調査では、特に成果の達成状況を確認することに主眼を置き、プロジェクト目標がどこ

まで達成されたか、あるいは達成される見込みがあるか（プロジェクトの有効性）及び効率性を明

らかにした。調査は、国内での文献調査及び分析、関係者へのインタビューさらに現地調査の３

本立てで実施された。

２－１　評価の計画（デザイン）

２－１－１　評価用PDM（PDMe）の作成

　現地調査に先立ち、まず本案件の実施団体であるワールド・ビジョン・ジャパン（WVJ）によっ

て作成されたモニタリングシート注６を参考にPDMの作成を試みた。さらに作成されたPDM（プ

ロジェクト・デザイン・マトリックス）をWVJのプロジェクト関係者及び調査団で検討し、加

筆・修正を行った後、評価用のPDM（PDMe）を作成した。作成されたPDMeの概要は表２－１

に示すとおりである。なお、本調査のPDMeはJICAの責任の下に作成されたことを付記する。

注６
本案件はワールド・ビジョン・ジャパンにより四半期ごとにモニタリングシートが作成されている。PDM
作成にあたっては、第２四半期（2002年７～９月）、第３四半期（2002年10～12月）、第４四半期（2003年１～

３月）に作成されたモニタリングシートを参考にした。
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表２－１　PDMeの概要

プロジェクト要約プロジェクト要約プロジェクト要約プロジェクト要約 指　標指　標指　標指　標

上位目標上位目標上位目標上位目標

HIV/AIDS感染率の増加が懸念され

ているンゲレンゲレ郡において、地

域住民がHIV/AIDS等感染症予防に

関する正しい知識をもち、適切な生

活行動（特に性習慣）をとることに

より、HIV/AIDS感染率が低下する

ンゲレンゲレ郡の12か村において、住民の75％がHIV/AIDS等
感染症予防に関する正しい知識をもつ

プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標プロジェクト目標

地域住民に対し、HIV/AIDS等性感

染症問題への啓発・予防活動を実施

する現地の保健機関・教員・民間医

療従事者等ヘルスサービス・プロバ

イダーが、HIV/AIDS等性感染症対

策に関するより高い知識・技術を習

得することによって、ンゲレンゲレ

郡住民への予防啓発教育や感染者

ケアの体制が整備される

ヘルスサービス・プロバイダー90人が研修を受け、啓発教育や

カウンセリングが実施される

成　果成　果成　果成　果

１.情報を収集し活動に反映すべき

地域住民のニーズが明確になる

１.１対象地12か村で1,200人にPRAが実施される

１.２ PRAの報告書が作成される

２.ヘルスサービス・プロバイダー

のHIV/AIDS等、性感染症に関

する知識や技術が向上する

２.１ヘルスサービス・プロバイダーに対する研修及びワーク

ショップが開催される回数。

２.２研修の結果、HIV/AIDSに対する理解が深まる

２.３研修受講者が実際の諸問題を話し合うために定期的に会

合をもつ（回数）

３.ハイリスクグループ（低年齢層）

への啓発教育、カウンセリング

の体制が確立する

３.１ハイリスク・グループへの啓発教育、カウンセリングの

ための研修の実施（回数、参加者数）

３.２訓練を受けたピア・エデュケーターがカウンセリングを

実施する（回数）

３.３学生サポートワーカーにより作成されたHIV/AIDSの予

防・管理のための教材の種類を特定する（教材の種類、

数）

３.４ 研修を受けた小・中学校の先生が生徒や地域に

HIV/AIDSの予防・管理の知識を広めている（場所、回

数、対象）

４. HIV/AIDS感染者及びその家族

に対するカウンセリング体制が

確立する

４.１ HIV/AIDS感染者及びその家族に対するカウンセリング

のための研修の実施（回数、参加者数）

４.２在宅ケアのカウンセリング実施者が定期的に会合をもつ

４.３研修を受けたカウンセラーが定期的にHIV/AIDS感染者

の家族を訪れる

５.性感染症サービスの体制が強化

される

５.１ HIV/AIDS感染者及びその家族のカウンセリング体制の

確立のための研修（回数、参加者数）

５.２性感染症のコントロールに関し、プロジェクト・コーデ

ィネーター、地域保健担当者（
＊
）また、県の担当者間に

ネットワークが構築される（会合をもった回数）

５.３プロジェクト・コーディネーターと地域保健員及び県の

担当者が定期的に会合を開く（会合をもった回数）

＊このグリッドのなかで地域保健担当者とは、タンザニアの医療従事者（医師、准医師、准医師のアシスタン

ト、看護婦、母子保健婦、保健指導員、保健指導員助手、村の保健衛生担当者）を含むヘルスサービス・プ

ロバイダーのことを意味する。
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２－１－２　PDMe利用に際しての留意点

　本調査のPDMeに係る留意点として次の点があげられる。

1）　あらかじめ設定されていた上位目標は、計画実施期間を３年間と想定したものであるた

め、ンゲレンゲレ郡全体が対象地域となっている。したがって「プロジェクト」開始の１年後

の目標設定としては適切な規模ではないといえる。「プロジェクト」はパイロット的に実施期

間１年で行われるものであることから、PDMeではンゲレンゲレ郡の12か村のみを対象地域

とし、住民の75％がHIV/AIDS等の感染症予防に関する正しい知識を身につけるという指標

を設定した。したがって、上位目標とその指標がマッチしていない。しかしながら、上位目

標とその指標はタンザニア側とすでに共有しているものであり、本調査において現地の関係

者を含め再度１年間の計画に対するPDMについて協議を行う時間がなかったために、上位

目標は変更することなく当初のまま残すこととした。

2）　プロジェクト目標の達成度を計る指標が、研修を受けた人数と研修受講者のカウンセリン

グの実施となっているが研修受講者の知識や技術の向上を図るには、研修の事前事後におけ

るテスト結果を指標とするとわかりやすい。しかしながら、PRA手法を用いたベースライ

ンサーベイではそのような調査がなされていなかったために、どの程度技術が向上したかを

調べることは今回の調査では困難であった。

２－２　主な調査項目と情報の収集方法

２－２－１　主な調査項目

　作成したPDMeを基に、５項目評価のために必要な主な調査項目を検討した。調査項目を記し

た評価グリッドの概要は次ページの表２－２に示すとおり。



－10－

表２－２　評価用グリッド概要

評価

項目
中項目 主な調査項目

プロジェクトの最終目的はタンザニアの国家政策

の一貫としての事業であるか

・タンザニアエイズ国家政策

プロジェクトの最終目的及びプロジェクト目標が

日本の援助政策の一貫であるか

・ 日本の対タンザニアのエイズに関する

援助方針

妥

当

性
住民のニーズからみたプロジェクトの妥当性 ・ プロジェクトは住民のニーズを満たし

ているか

プロジェクト目標の達成に成果１はどの程度貢献

したか（成果１：情報を収集し、活動に反映すべ

き地域住民のニーズが明確になった）

・事業計画の策定

・住民のニーズの明確化

プロジェクト目標の達成に成果２はどの程度貢献

したか（成果２：ヘルスサービス・プロバイダー

のHIV/AIDS等、性感染症に関する知識や技術が向

上する）

・ 研修及びワークショップの内容及び開

催回数、参加者数

・研修受講者の研修後の活動

プロジェクト目標の達成に成果３はどの程度貢献

したか（成果３：ハイリスクグループへの啓発教

育、カウンセリングの体制が確立する）

・研修の内容及び開催回数、参加者数

・訓練を受けたピア・エデュケーターによ

るカウンセリングの実施状況

プロジェクト目標の達成に成果４はどの程度貢献

したか（成果４：HIV/AIDS感染者及びその家族に

対するカウンセリング体制が確立する）

・研修の内容及び開催回数、参加者数

・ ボランティアカウンセリング及び在宅

ケアのカウンセリングを受けた人の活

動状況

プロジェクト目標の達成に成果５はどの程度貢献

したか（成果５：性感染症サービスの体制が確立

する）

・研修の内容及び開催回数、参加者数

・プロジェクト・コーディネーター、地域

保健員、県の担当者間のネットワークの

活用状況

有

効

性

プロジェクトの成果以外に目標達成度に影響を与

えた要因は何か

・計画に起因する貢献要因及び疎外要因

・ 実施プロセスに起因する貢献要因及び

阻害要因

プロジェクトの実施体制の妥当性（プロジェクト

に対する現地政府の協力度）

・プロジェクトに対するモロゴロ・ルーラ

ル県の協力体制

・ プロジェクトに対するンゲレンゲレ郡

の協力体制

プロジェクトの実施体制の妥当性（プロジェクト

実施者の立場からみた場合の効率性）

・コミュニティのリソースの活用度

・研修に派遣された講師の適正

効

率

性
カウンターパートスタッフの配置は適切であった

か

・スタッフの数

・スタッフの専門分野

イ

ン

パ

ク

ト

上位目標の達成度の見込み（プロジェクト実施に

より、ンゲレンゲレ郡の持続可能な基礎保健

（PHC）、社会支援、行動変容にかかわるコミュニ

ケーションを通じてHIVが減少する見込みはある

か）

・ンゲレンゲレ郡の住民の行動変容

実施機関のプロジェクト運営能力の有無 ・ モロゴロ州及びンゲレンゲレ郡との協

力体制

プロジェクトにより設立されたカウンセリング体

制及び啓発活動の普及は適切に活用されるか

・カウンセリングの定着度

・啓発活動の普及状況

自

立

発

展

性 自立発展の促進又は疎外の要因は何か
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２－２－２　情報収集方法

　上記の調査項目に関し、以下の文献及び情報収集方法を用いて情報収集を行った。

1）　文献資料：R/D、専門家業務報告書－保健協力計画・橋本佳珠子－（2002年４月、国際協

力事業団）、「プロジェクト」のモニタリングシート及び年次報告書（2002年７月～2003年３

月、ワールド・ビジョン・ジャパン）、タンザニア国民提案型NGO連携におけるHIV/AIDS

対策プロジェクト形成調査報告書（HIV/AIDS・感染症・人口・保健）（2001年、ワールド・

ビジョン・ジャパン）、NGERENGERE HIV/AIDS BASELINE SURVEY（2002年11月、

ワールド・ビジョン・タンザニア）、JICA小規模開発パートナー事業　事業提案書（2000

年、ワールド・ビジョン・ジャパン）、タンザニア共和国日米合同プロジェクト形成調査報

告書、NATIONAL POLICY ON HIV/AIDS（November, 2001, Prime Minister’s Office）、

モロゴロ州保健行政強化計画プロジェクト　実施協議調査団報告書及び短期調査団報告書

（2001年３月、国際協力事業団）、JICA開発パートナー事業　タンザニア連邦共和国　モロ

ゴロHIV/AIDS対策事業（2001年６月、ワールド・ビジョン・ジャパン）、NATIONAL AIDS

CONTROL PROGRAMME FORMULATION OF HEALTH SECTOR HIV/AIDS/STD

STRATEGIC FRAMEWORK（MINISTRY OF HEALTH TANZANIA 2003-2005）、その

他

2）　ワールド・ビジョン・ジャパン、プロジェクト・マネージャーへの事実確認

3）　現地調査では、モロゴロ州
注７

、モロゴロ・ルーラール県のンゲレンゲレ郡にある12か村

（Kizuka、Sangasanga、Ngerengere、Sinyaulime、Kismo、Kidugalo、Visaraka、

Kiwege、Kisanga Stendi、Matuli、Mkulazi、and Diguzi）のうち、３か村（Ngerengere、

Sinyaulime、Kisemo）に絞って、事前にQuestionnaire（別添資料４）を送付したうえで、イ

ンタビュー調査を実施した。また、インタビューの対象グループは、ボランティア・カウン

セラー、ピア・エデュケーター注８、小中学校の先生及び学生を対象とした。ボランティア・

カウンセラー、ピア・エデュケーター、小中学校の先生は各村で３名づつ、さらに小中学校

の生徒は、各小中学校のエイズクラブ
注９

の学生約25名を対象にインタビューを実施した。

注７
モロゴロ州は次の５つの県に分かれている。キサロ県、ウランが県、キロンベロ県、モロゴロルーラル県、

モロゴロアーバン県
注８

年齢や職業を同じくする者を対象に啓発活動を行う人。
注９ HIV/AIDSクラブとは、クラブ活動の１つである。HIV/AIDSクラブには、ピア・エデュケーターの研修を

受けた２名の生徒を含む約25名の生徒が所属している。
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２－２－３　評価調査の実施にかかる留意点

　評価調査の実施にかかる留意点として、成果の達成状況に係る時間的な制約があげられる。

そのため成果の達成状況の確認は、モニタリングシートを活用するとともに、現地調査での確

認を行うこととしたが、成果の達成状況をすべて確認しプロジェクト目標がどこまで達成され

たか、あるいは達成される見込みがあるか（プロジェクトの有効性）を明らかにすることは、1）

「プロジェクト」の対象となっている村が広域に散らばっていること、2）調査対象となるグループ

が多数である、という理由により困難であった。このため、成果の確認に関しては、前述のと

おり、12か村のうち、３か村での調査にとどまった。
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第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果

３－１　プロジェクトの投入、活動の実績及び成果、プロジェクト目標、

　　　　上位目標の達成状況に関する報告

３－１－１　投入実績

＜JICAからの投入＞

機材供与：自動二輪車（１台）、コンピューター、モニター（１台）、プリンター（１台）、発電

機（１台）、プロジェクター（１台）

職員：プロジェクト・マネーシャー（１名）注10、プロジェクト・コーディネーター（１名）、

学生のためのサポートワーカー（１名）、会計（１名）

＜NGO側からの投入＞注11

施設・教材：事務所及び研修スペース（WVJのンゲレンゲレ拡大地域開発プロジェクト（以

下「ADP」）注12のオフィスの一部を利用している）、プロジェクト実施に必要な資材

職員：ADPスタッフ、Monitoring & Evaluation Coordinator（WVT東ゾーン統括事務

所）
注13

、多数の無給ボランティア

WVJからの資金：約300万円

３－１－２　活動の実績

　「プロジェクト」では、プロジェクト目標達成のために、５つの成果が設定された。本節では、

「プロジェクト」の主な活動の実績を成果ごとに概観する。

成果１：情報を収集し、活動に反映すべき地域住民のニーズが明確になる。

上記の成果を達成するにあたって実施された活動は次のとおり。

・対象地域12か村で1,200人にPRAが実施される

・PRAの報告書が作成される

　まず、PRAの実施に先立って、2002年７月に住民代表及び対象地域の宗教指導者、地域

注10
「プロジェクト」においては、プロジェクトマネージャーのみ日本人である。JICAとの契約においては事業

費として年３回の派遣（１か月づつ、計３か月）及び国内作業１か月分を含めている。
注11

本項において、NGO側とはワールド・ビィジョン・タンザニア（WVT）、ワールド・ビジョン・ジャパン

（WVJ）及びコミュニティのボランティアを含む（委託金対象外）。
注12

ンゲレンゲレ拡大地域開発プロジェクト（Area Development Program：ADP）で実施されているプログラ

ムの内容は、保健、教育、啓発、チャイルドスポンサー、水、リーダーシップ、農業、food security、
evangelist activityである（詳しくは３－２－１のプロジェクトの実施体制を参照）。

注13
職員は常勤ではないが、「プロジェクト」を支援している。
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指導者、12か村の小学校教師、地域政府職員さらに地域政府指導者に対し事業の説明会が実

施されている。次に、地域のHIV/AIDSに関するニーズを把握することを目的に、プロジェ

クト対象地域12か村において住民約1,200人を対象にPRAが実施され、NGERENGERE

HIV/AIDS BASELINE SURVEYが作成された（2002年12月）。

　さらに2002年12月には事業計画書が作成されている。実際、プロジェクト・スタッフ及

びモロゴロ・ルーラル県の担当者の下、本事業の下半期及び開発パートナー事業に係る計画

が練られ、それに基づいたパイロット的事業としての活動が現在実施されている。参加した

住民はHIV/AIDSへの不安感を高めていたことから、「プロジェクト」に対し積極的に関与し

ている。また地域政府指導者注14は、本事業を「タンザニア政府が進めたいと考えているHIV/

AIDS対策の実施を補完するもの」と評価している。

　ここで特筆すべきは、ニーズ調査によってンゲレンゲレ郡のハイリスク・グループが特定

され事業計画書のなかに、特定のハイリスク・グループとして低年齢層に対する活動が明記

されたことである。

成果２：ヘルスサービス・プロバイダーのHIV/AIDS等、性感染症に関する知識や技術が向上

する。

上記の成果を達成するにあたって実施された活動は次のとおり。

・DHMT（（モロゴロ・ルーラル）県保健医療行政チーム）と保健省の協力の下、研修受

講者を選定する

・プロジェクト・スタッフ及びADPスタッフのためのHIV/AIDSに関するワークショッ

プの開催

・DHMT担当者と指導者養成講師による研修の実施。対象者：教師、宗教指導者、伝

統的助産婦、伝統的祈祷師

　研修受講者選定及び研修ニーズの明確化のためにDHMTと保健省の協力の下、運営委員

会が開催され、研修が実施された。

成果３：ハイリスク・グループ（低年齢層）への啓発教育、カウンセリングの体制が確立する。

上記の成果を達成するにあたって実施された活動は次のとおり。

・ピア・エデュケーター30人の選定と訓練

・HIV/AIDSの予防及びコントロールについて教材を作成し、活用する（性病及びHIV/

注14
ここでいう地方政府指導者とは、モロゴロ州医務官、モロゴロ郡医務官、コミッショナー、地域ディレク

ターを指す。
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AIDSに関する小冊子の印刷と配付、ポスターの作成）

・学生のためのサポートワーカーによるHIV/AIDS予防教育対策のための教育教材の作

成及び学生対象のピア・エデュケーターの育成

　活動報告に関しては、ピア・エデュケーターのなから選出された議長が月に１度の割合で

スタッフに報告を行っている。

　ピア・エデュケーターとなるための学生を対象とした研修に関しては、ンゲレンゲレにあ

る14の学校（うち、primary schoolが12校、secondary schoolが２校）注15からそれぞれ２名

ずつの生徒が選ばれ、１週間の研修が行われた。現地調査で訪れたN g e r e n g e r e、

Sinyaulime、Kisemo村の小中学校では、HIV/AIDSクラブがあり、クラブメンバーは、ク

ラブ外の生徒に対する啓発活動、学外でのHIV/AIDSに関する劇の上演等、活発な活動を実

施している。学生のためのサポートワーカーはンゲレンゲレにあるSecondary Schoolの１

つで、HIV/AIDSクラブのメンバーを対象に毎週火曜日の11時から１時間、HIV/AIDSに関

する教育を行っている。この活動は、生徒側からの要望を学校及び親達が汲み上げた形で開

始されたものである。

　さらに、「成果２」に記載した活動である研修を受けた小中学校の教師のなかには、子供た

ちのみならず親達にもエイズの予防や感染経路・症状等、自分の学んだ内容を地域に普及し

ている人もいる。また学校の教育指導書のなかにHIV/AIDSの教育が含まれているため、課

外活動以外にも授業時間を有効に活用するといった工夫がなされている。

成果４：HIV/AIDS感染者及びその家族に対するカウンセリング体制が確立する。

上記の成果を達成するにあたって実施された活動は次のとおり。

・HIV/AIDSへの対処に関するカウンセリングを行うボランティア・カウンセラーの選

定及び訓練

・24人の在宅ケア担当者へのボランティア・カウンセリングの研修の実施

・HIV/AIDS感染者とHIV/AIDSマネッジメントに関するビデオの上映

　成果４の「HIV/AIDS感染者及びその家族に対するカウンセリング体制が確立する」とは、

本来自発的カウンセリング及び検査（VCT）のための施設が設立され、HIV/AIDS検査前のカ

ウンセリング→検査→検査後のカウンセリングが実施されることである。しかしながら、

「プロジェクト」終了時における成果としてあげられている「カウンセリング体制の確立」と

注15
一般的にはPrimary schoolは７～14歳、Secondary schoolは14～18歳の子どもが就学している。この他に19

～20歳が就学するAdvanced secondary schoolがあるが、NgerengereにはAdvanced secondary schoolはな

い。
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は、具体的に次のことを示している。

1）　ボランタリー・カウンセリング・テスティング（VCT）センターを設立する

2）　上記センターにおける看護士（看護士や社会福祉系の資格を既にもっている人）の養

成を行う。

3）　HIV/AIDSの検査結果が陽性となった人に対するカウンセリングを実施するボラン

ティア・カウンセラーを育成すること

　上記1）に関しては、はモロゴロ・ルーラル県の許可を得て、ンゲレンゲレにあるヘルス・

センターの施設の一部を修復し、そこを利用することとなっている。調査団は2003年４月９

日に修復中のセンターを訪れたが、内装や必要機材の搬入までにあと２～３日かかる、とい

う状況でほぼ完成している。2）の看護士の養成に関しては、モロゴロ・ルーラル県が12名の

看護士に対して研修を実施しており、12名のうち、１名がンゲレンゲレのVCTセンターに

配属されることとなっている。配属予定の看護士は既に２週間の研修を受けており、残り２

週間程の研修を受けることとなっている。さらにVCTに派遣される予定の検査技師も他の

病院でOJTを受けることとなっていることがわかった。3）のボランティア・カウンセラーは

既に育成されており、実際に住民からの相談に応じている。

　ビデオ
注16

は、2002年の10月と11月の２回、キウェジェ小学校とシンジャウリメ村及びン

ゲレンゲレ村で上映された。

成果５：性感染症サービスの体制が確立される。

上記の成果を達成するにあたって実施された活動は次のとおり

・性感染症コントロールに関する県の担当者との話し合いとネットワークづくり（プロ

ジェクト・コーディネーターが地域保健員と会合を開き、性感染症管理のワーク

ショップについて話し合う）

・郡の臨床医を対象に、性感染症管理と治療についての研修を行う

　性感染症に感染していると、HIV/AIDSに感染する率が高くなることから、性感染症対策

が重要であるとの認識の下、プロジェクト・コーディネーターが地域保健員と会合を開き、

性感染症対策のワークショップに関する話し合いをもった。

　また、2003年２月には、６日間の日程で７人の臨床医が性感染症の管理に係る研修を受け

た。研修を受けた臨床医は、今まで漠然としていたHIV/AIDSに関する知識を明確化し、よ

り理解を深めている。またHIV/AIDSの検査は実施していないものの、研修で学習した知識

を使って、性感染症の患者の診察を行っている。

注16
上映されたビデオの内容は、HIV/AIDSに関する基礎知識や社会におけるインパクトに関するもの。学生向

けのビデオは年齢別に多少異なった内容になっている。
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３－１－３　成果の達成状況の確認

　上記の活動実績に係る成果の達成状況は次のとおり。

　成果１の達成状況は、１．１対象地域12か村で1,200人にPRAが実施される。１．２PRAの報

告書が作成される、という２つの指標から確認される。

　１．１、１．２に関しては、PRAの実施及びPRAの報告書の作成が確認された（モニタリング

シートの情報を活用）。実際の現地調査においても調査団が訪れた３か村で村人が「プロジェク

ト」に積極的に参加していることが確認された。PRAの実施により、住民のニーズが明確とな

り、低年齢層への啓発活動の強化、カウンセリング体制の確立等が進んでいるといえる。

　成果２の達成状況は、２．１ヘルスサービス・プロバイダーに対する研修及びワークショッ

プが実施される回数、２．２研修の結果、HIV/AIDSに対する理解が深まる、２．３研修受講者

が実際の諸問題を話し合うために定期的に会合をもつ、という指標から確認される。

　２．１に関しては表３－１のとおり実施状況が確認された。

表３－１　ヘルスサービス・プロバイダーに対する研修

日　程 対　象 内　容

８月22～24日 ワールドビジョン・

プロジェクト・スタッフ18名

・ HIV/AIDSの基礎知識

・タンザニア及びンゲレンゲレ地方

HIV/AIDSの状況等

９月９～13日 保健省（MOH）スタッフ７名 ・ HIV/AIDSの基礎知識

・ HIV/AIDS患者のケア

・ STDS及びカウンセリング

２月19～21日 ワールドビジョン・

プロジェクト・スタッフ18名

・ HIV/AIDSの基本的な知識

・性感染症

・カウンセリング技術

11月18～20日 群保健普及員10名

（うち女性４名）、

教師12名（うち女性７名）

・ HIV/AIDSの予防及びコントロー

ルの知識を学生や地域住民に広め

る研修

11月13～15日 宗教指導者９名（キリスト教徒

６名、イスラム教徒３名）

・ HIV/AIDSと性感染症に関する基

本的事実

・ HIV/AIDSを心配する地域住民に

保健教育を普及させる方法

TBAは11月18～20日まで

THは11月21～23日まで

伝統的助産婦（TBA）19名と

伝統的祈祷師（TH）19名

・ HIV/AIDSに関する基本的項目

・性感染症

・ HIV/AIDSから身を守る方法

・患者に対するHIV/AIDS教育

11月21～23日 基礎保健委員会の12名

（男性10名、女性２名）、

村の12か村の代表12名

・ HIV/AIDSに関する基本的項目

・ 地域の他の住民にHIV/AIDSに関

する知識を教育する方法
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　２．２及び２．３に関しては、研修対象者全員へのインタビューを試みることはできなかっ

たが、研修を受けた伝統的助産婦は、研修後の変化としてHIV/AIDSに対する理解が深まり、お

産の際にも血液に関して十分な注意を払うようになっている。また、研修を受けた伝統的祈祷

師（Traditional Healer）もHIV/AIDSが他の病気（マラリア等）と異なることを認識していること

から、研修の成果は現れているといえる。さらにヘルスサービス・プロバイダーが定期的な話

し合いの場を設けていることも確認された。こうしたヘルスサービス・プロバイダーやカウン

セラーはコミュニティリーダーと密接な連絡を取っている。例えば、HIV/AIDSの感染が疑われ

る病人が出た場合には、コミュニティリーダーからヘルスサービス・プロバイダーやカウンセ

ラーに連絡が来るようになっている村もある。

　成果３の達成状況は、３．１ハイリスク・グループ（低年齢層）への啓発教育、カウンセリング

のための研修の実施（回数、参加者数）、３．２訓練を受けたピア・エデュケーターがカウンセリ

ングを実施する、３．３学生のためのサポートワーカーにより作成されたHIV/AIDSの予防・管

理のための教材の種類を特定する（教材の種類）、３．４研修を受けた小中学校の先生が、生徒や

地域にHIV/AIDSの予防・管理の知識を広めている（対象）という指標から計ることができる。

　３．１に関しては表３－２のとおり実施された。

表３－２　ハイリスクグループのための研修

日　程 対　象 内　容

８月26～31日 ピア・エデュケーター30名

（男性16名、女性14名）

・ HIV/AIDS及び性病の基礎知識

・コミュニティ保健教育

・ピア・エデュケーション戦略

・保健教育の準備、行動計画、報告

様式及び頻度について

１月５～７日 飲食店勤務者19名 ・ HIV/AIDSに関する基本的な知識

・性感染症

・ピア・エデュケーション戦略

・早期の性行為による影響

２月24～27日 12か村の学生40名 ・ HIV/AIDSに関する基本的な知識

・性感染症

・ピア・エデュケーション戦略

・早期の性行為による影響

２月25、26日 群保健管理委員会30名 ・ HIV/AIDSに関する基本的な知識

・性感染症

・在宅治療技術
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　３．２に関しては、Sinyaulime villageにおいてインタビューを行った。この村では、ピア・

エデュケーターのみでなく、伝統的産婆、伝統的祈祷師、ヘルス・プロバイダーがグループと

してカウンセリング活動を行っており、月に２回のミーティングをもっている。

　村では既に４名（男性２名、女性２名）に対してカウンセリングを実施していた。村人の居住地

域が点在していること、本業とカウンセリングの仕事の配分など問題点も抱えているようだが、

カウンセリング活動そのものは既に開始されている。

　３．３に関しては、学生のためのサポートワーカーがWVTで開発された教材（パンフレット

等）の他に、モロゴロ州の他の地域でHIV/AIDSに関する活動を展開しているNGOと教材を交換

したりして、工夫を凝らしている。

　３．４に関しては、Ngerengere、Sinyaulime、Kisemoの小中学校においてインタビュー調

査を実施した。その結果、HIV/AIDSクラブが活発なクラブ活動を行っており、クラブ以外の友

人や家族にHIV/AIDSの知識を伝達する、学外で劇を通してHIV/AIDSの知識を普及する等、

HIV/AIDSについて友人や地域に広めていく能力を既に身につけている。学外で劇を行う時に

は、local governmentに届けを出すと、local governmentが時間や場所を設定してくれる場合

もある。ピア・エデュケーターからHIV/AIDSに関する知識を学んだ学生のなかには、「エイズ

とは何かがわかった」、「エイズの予防方法がわかった」、「複数のガールフレンドと遊ぶのをやめ

た」、というような意識や行動の変化が見られた。一方、研修を受けた学校の教師は、HIV/AIDS

に関する知識の普及に関し、学生の年齢別に説明の仕方を工夫する、研修を受けていない教師

へも休み時間等を利用して知識の伝達に努めていることが明らかとなった。インタビューの対

象者は限られていたものの、インタビュー結果から成果３は十分に達成されたといえる。

　成果４の達成状況は、４．１HIV/AIDS感染者及びその家族に対するカウンセリングのための

研修の実施（回数、参加者数）、４．２在宅ケアのカウンセリング実施者が定期的に会合をもつ、

日　程 対　象 内　容

１月20～24日 各学校から選ばれた学生

ピア・エデュケーター

男女各１名、計26名

・ HIV/AIDSに関する基本的な知識

・性感染症

・ピア・エデュケーション戦略

・早期の性行為による影響

・性行為の意思決定

・レイプとその影響

・基本的なカウンセラー技術

１月20～24日 小学校、中学校の教師19名 ・ HIV/AIDSに関する基本的な知識

・性感染症

・カウンセラー技術

・ピア・エデュケーション技術



－20－

４．３研修を受けたカウンセラーが定期的にHIV/AIDS感染者の家族を訪れる、という指標に

よって計られる。

　４．１に関しては、下記の表３－３が示すとおり研修が実施された。

　インタビューを実施したボランティア・カウンセラーのほとんどは、既にカウンセリングを

行っていた。またンゲレンゲレには検査施設がないものの、プロジェクト・スタッフを通して

モロゴロ州の病院で血液検査が行われた例もある。今後VCTセンターが完成した後には、カウ

ンセリングがより活発に実施されることが予想される。

　成果５の達成状況は次の指標をもって計られる。５．１HIV/AIDS感染者及びその家族のカウ

ンセリング体制の確立のための研修（回数、参加者数）、５．２性感染症のコントロールに関し、

プロジェクト・コーディネーター、地域保健担当者また県の担当者間にネットワークが構築さ

れる（会合をもった回数）、５．３プロジェクト・コーディネーターと地域保健員及び県の担当者

が定期的に会合を開く（会合をもった回数）

　成果５の目標達成度に関して、５．１は2003年２月に臨床医７名を対象として性感染症の管

理に係る研修が６日間実施された。

　５．２、５．３は、モロゴロ・ルーラル県の県医務官（DMO）及びンゲレンゲレ郡のDivision

Secretaryへのインタビューの結果、県、郡共に「プロジェクト」の内容を熟知しており、プロ

ジェクト・コーディネーターとの連携も十分に取れていることが確認された。また郡のDivision

Secretaryは「プロジェクト」開始後に、バーのホステスがHIV/AIDSの知識を積極的に得ようと

している、検査希望者からVCT設立に関しての問い合わせがあるなどの変化を認めている。

District Medical Officerも「プロジェクト」のミーティングには参加しており、「プロジェクト」

と行政の関係が一方的なパートナーシップではないことがわかる。このようにプロジェクト関

係者と県や郡の地域保健関係者等との十分な連携が確認されたことから、感染症サービスに係

る協力体制は確立されているといえる。

表３－３　HIV/AIDS感染者及びその家族のためのカウンセリング

日　程 対　象 内　容

９月16～21日 ボランティア・カウンセラー30名 ・カウンセリング技術

・ケアの基礎知識

・ HIV/AIDS患者の食事療法

・日和見感染者の治療

11月27日～12月２日 在宅ケア担当者36名

（男性18名、女性18名）

・ボランティア・カウンセリングの

研修
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３－１－４　プロジェクト目標の達成状況の確認

　「プロジェクト」の目標は、「地域住民に対し、HIV/AIDS等性感染症問題への啓発・予防活動

を実施する現地の保健機関・教員・民間医療従事者等ヘルスサービス・プロバイダーが、HIV/

AIDS等性感染症対策に関するより高い知識・技術を習得するとともに、ンゲレンゲレ郡住民へ

の予防啓発教育や感染者ケアの体制が整備される」ことである。

　「プロジェクト」の目標達成状況は、「ヘルスサービス・プロバイダー90人が研修を受け、啓発

教育やカウンセリングが実施される」という指標をもって計られる。

　ヘルスサービス・プロバイダーの研修は、成果２の実績で示されているとおり、郡の保健普

及員、教師、宗教指導者、伝統的助産婦等、様々なグループから100名以上が参加している。調

査団はこのうち前述の３か村（Ngerengere、Sinyaulime、Kisemo）において伝統的助産婦、伝

統的祈祷師、小中学校の先生のグループからそれぞれ２～３名を対象にインタビューを実施し

た。その結果対象者全員が研修を受けており、前述の実績で確認されたように、既に啓発活動

を始めている。このようにヘルスサービス・プロバイダーによる啓発活動やカウンセリングが

現在、既に実施されていることから、プロジェクト目標は十分に達成されているといえる。

３－１－５　上位目標の達成状況の確認

　「プロジェクト」の上位目標は、「HIV/AIDS感染率の増加が懸念されているンゲレンゲレ郡に

おいて、地域住民がHIV/AIDS等感染症予防に関する正しい知識をもち、適切な生活行動（特に

性習慣）をとることにより、HIV/AIDS感染率が低下する」、という所に定められている。この達

成状況は「ンゲレンゲレ郡の12か村において、住民の75％がHIV/AIDS等感染症予防に関する正

しい知識をもつ」という指標で図られる。「プロジェクト」実施期間は１年であるため、ンゲレン

ゲレ郡全体を「プロジェクト」の対象地域にすることはできなかったために、指標は12か村に絞っ

た形になっている。1998年の国勢調査の結果では、ンゲレンゲレ郡の人口は４万3,610人であ

り、このうち「プロジェクト」はンゲレンゲレにある12か村、人口約２万3,673人カバーするもの

である。つまり、「プロジェクト」の実施により12か村の住民、約１万7,755がHIV/AIDS等感染

症予防に関する正しい知識をもつことにより目標が達成されることになる。調査団の短期間の

調査においても、多くの人々がHIV/AIDS等に関する正しい知識を習得していることが感じられ

た。しかし、実際に人々が習得した知識に沿って、適切な性習慣を実施し、それによってHIV/

AIDSの感染率が低下するという目標の達成見込を、プロジェクト実施後１年で推測するには無

理がある。しかし、前述の成果３の実績からもわかるように、少しずつではあるが人々の行動

に変容があることも見逃すことはできない。
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３－２　プロジェクト実施プロセスの把握

　WVJにより作成されたモニタリングシート及び現地でのインタビューを下にプロジェクト実施

プロセスに係る状況を把握する。

３－２－１　プロジェクトの実施体制

1）　基盤プロジェクト

　「プロジェクト」は、WVJが自主事業として1997年よりンゲレンゲレにおいて実施してき

たADPを基盤としたものと位置づけられる。ADPは地域住民の生活状況の改善、子どもた

ちの健康な成長を可能にし、地域の自立を達成することを最終目標とし、保健・教育・啓

発・チャイルドスポンサー、水、農業及び食料安全保障、リーダーの養成、福音伝導に関し

コミュニティをベースに展開している地域開発プロジェクトである。

　HIV/AIDS等の感染症に係る活動は、ADPの１コンポーネントである保健衛生の分野で実

施されている。プロジェクト概念図を図３－１に示した。

　本小規模開発パートナーもHIV/AIDS対策事業に関するものであり、現在ADPの資金から

５％が投入されている。来年度からはさらに15％投入されることとなり、HIV/AIDSで両親

を亡くした孤児に対する活動も新たに行われる予定となっている。

　ADP及びHIV/AIDSプロジェクトの実施体制は図３－２に示すとおりである。

出所：WVJ及び調査団作成（2003年）

図３－１　HIV/AIDSプロジェクトの概念図
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2）　表３－４に示されるように、ンゲレンゲレで実施されているプロジェクトに関連して、

ADPを含め定期的なミーティングが開かれているが、「プロジェクト」とADPは密接な関係

にあることから、いくつかのミーティングには「プロジェクト」関係者及びADP関係者の双

方が出席している場合もある。またADP CommitteeとHIV/AIDS technical committeeに

はlocal government（Ngerengere郡のdistrict aids control coordinator）も参加している。

　さらに小中学校のHIV/AIDSクラブが学外で劇を行う時には、local governmentに届けを

出すと、local governmentが時間や場所の設定を行ってくれるなど、「プロジェクト」に関

するlocal governmentの積極的な関与がある。県レベルからも技術的なサポートを受けて

いること、またWVの自主事業を通して住民との間に信頼関係が構築されていることなど、

地域や政府レベルの密接な連携が「プロジェクト」に大きく貢献しているといえる。

WV Japan

図３－２　HIV/AIDSプロジェクトの実施体制

Ngerengere HIV/AIDS Project

WV Tanzania National Direction

Operation Department Finance Department

Central Zone Office

Ngerengere ADP

HIV/AIDS Coordinator

表３－４　プロジェクト関連定期会合の種類と頻度

Time Table of various meetings to Ngerengere HIV/AIDS project
TYPE OF MEETING FREQUENCY

ADP Committee quarterly
HIV/AIDS technical committee quarterly
Bi-annual meeting After Six months
Counselors Meeting quarterly
Peer educator Meeting quarterly
School peer educators meeting quarterly
Village HIV/AIDS committee monthly
出所：WVT資料（2003年）
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３－２－２　活動の進捗状況

　活動の進捗状況に関しては、地域政府担当者の業務の都合や国勢調査の実施時期と研修時期

が重なる等により、保健省スタッフの研修が予定どおり実施できないこともあったが、プロジェ

クト総体としては、当初予定されていたとおり順調に実施されている。

３－２－３　モニタリングの仕組み

　「プロジェクト」のモニタリングは、WVJ作成のモニタリングシートにより実施され、四半期

ごとの活動に対する目標達成度が計れる仕組みとなっている。

３－２－４　WVJとWVTの関係

　「プロジェクト」の実施にあたっては、ワールド・ビジョン・タンザニア（WVT）の本部事務

所、東ゾーン統括事務所、ンゲレンゲレ地域開発プログラムのスタッフ等が協力している。こ

のことからもWVJとWVTの間には信頼関係と十分な協力体制が構築されていることがわかる。

３－２－５　受益者のプロジェクトへのかかわり方（住民の認識の変化を含む）

　実施体制のところで述べたように、ンゲレンゲレン郡ではADPが展開されており、そのなか

で既にHIV/AIDSに関する啓発活動等が行われていたことから、「プロジェクト」は困難なく住民

に受入れられている。実際、多数のボランティアが「プロジェクト」に参加していることからも、

住民の積極的な関与がみてとれる。さらに、住民のHIV/AIDSに関する関心も高まっており
注17

、

ンゲレンゲレ郡の役所には、HIV/AIDS検査の希望者からVCTの設立時期に関する問い合わせ等

が寄せられている。

３－２－６　プロジェクト・スタッフの貢献度

　「プロジェクト」には日本人プロジェクト・マネージャー（現地滞在３か月、他日本勤務）の他、

タンザニア人スタッフ３名が常駐しており、チームワークも良く、意欲的にプロジェクトに取

り組んでいる。スタッフの１人である学生のためのサポートワーカーは、小中学校で使用する

教材に関し、他のHIV/AIDSに係る活動をしているNGOと情報や教材の交換を行うなど、様々

な工夫を凝らしている。

注17
ンゲレンゲレのヘルスサービスセンターの職員の話では、最近当センターにおけるSTDの患者数が20人／週

から５人／週に減少しているとのこと。この事実と、HIV/AIDSに対する人々の直接的な関心との間に明確

な因果関係を証明することはできないが、センターの職員へのインタビューから、住民が性感染症自体に関

心を示していることがわかった。
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３－２－７　プロジェクトの予算

　本調査では、「プロジェクト」そのものの費用対効果に係る評価は実施していない。ただし、現

地の無給ボランティアやンゲレンゲレADPのスタッフが「プロジェクト」に協力している部分は

大きく、またWVTやNACPで開発済みの教材を利用している点を考慮すると費用対効果は高い

と想定される。
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第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果

４－１　評価５項目による評価結果

　５項目を評価するにあたって、「A」、「B」、「C」というランク付けを行うこととした。ランク付

け以外の評価方法として、類似案件との比較という方法も考えられるが、比較対照となる案件を

見つけることができなかったため、調査団内で検討し、３ランクの判断基準を定め評価すること

とした。具体的な評価基準は図４－１に示すとおり。

妥当性：A

1）　タンザニアの社会状況及び保健政策からみた妥当性

　タンザニア政府は、HIV/AIDSがタンザニア社会に深刻な影響を及ぼし、開発の成果が後退

するおそれがあることを十分に認識しており、セクタープログラムにおける2000年の保健セ

クター改革計画において、HIV/AIDS対策を最重点課題として積極的に取り組んでいる。具体

的には保健省内に「国家エイズ対策計画（NACP）」を設置し、エイズ計画中期計画を推進してき

た。さらに2000年12月には首相府直属の機関として「タンザニア国エイズ委員会（TACAIDS）」

が設立された。タンザニア政府は、「HIV/AIDSに係る国家戦略（2001）」のなかでHIV/AIDSに

係る政策目標として、HIV/AIDS感染者及びその家族へのコミュニティベースのカウンセリン

グや支援体制の整備、TACAIDS及びNGOとの協力の下、青少年を対象に学校や公共機関等で

AIDSに関する情報を迅速に普及させるための政策の促進、性産業への従事者や多数のパート

ナーとの性交渉をもつ人々へのIEC注18やカウンセリングの実施、またコミュニティレベルで

のHIV/AIDS対策の実施等をあげている。「プロジェクト」は、その成果においてタンザニア政

府の政策目標と合致しているといえる。

　一方、タンザニア保健省の国家エイズ対策計画は、「保健セクターにおけるHIV/AIDS/STIs

の策定（2003～2005年）」のなかで、青少年や女性及び性的産業従事者に対するコミュニケー

ションを通しての行動の変容、ボランティア・カウンセリング及びHIV/AIDSの検査、在宅ケ

アと精神的支援等に係る戦略を立てているが、それらの戦略は、「プロジェクト」で実施されて

いるハイリスク・グループへの啓発活動、カウンセリング体制の確立、在宅ケア担当者へのボ

ランティア・カウンセリングの活動等とも一致している。

2）　日本政府の援助方針からみた妥当性

　我が国は1994～2000年度までの７年間に「人口・エイズ分野に関する地球規模問題イニシャ

チブ」（GII）を積極的に推進してきた。タンザニア国はGIIの重点国の１つとしてあげられてお

注18 Information Education and Communication：情報・教育・コミュニケーション
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り、2001年には日米合同のプロジェクト形成調査団が派遣され、案件発掘・形成が行われて

いる。「プロジェクト」は、この流れを受けて、2002年から実施されたものであり極めて時宜

を得ている。さらに日本政府は対タンザニアの開発課題として、「HIV/AIDSの実態把握、感

染の抑制及び正しい知識の普及」をあげており、今後の協力の重点として、自発的カウンセリ

ング及び検査（VCT）に関する支援、Behavior Change Communication（BBC）を促すための

啓発活動への支援等を示している。これは、「プロジェクト」が成果としてめざしているカウン

セリング体制の確立や啓発活動とも合致している。以上のような結果を総合すると、「プロ

ジェクト」は日本政府の方針に沿った妥当なプロジェクトであるといえる。

3）　住民のニーズからみた妥当性

　HIV/AIDSの問題は、新聞等でも連日取り上げられており、住民はHIV/AIDSに対する不安

感をもっており、正しい知識、予防法、対策等に対する住民のニーズがある。これは、「プロ

ジェクト」を開始するにあたり実施されたPRA手法を用いたベースラインサーベイや現状分析

からも明らかとなっている。さらにHIV/AIDSクラブメンバーのクラブへの参加理由がHIV/

AIDSに対する知識を得たかったという点や、ヘルスサービス・プロバイダー等の研修参加者

が研修を受講したことによりHIV/AIDSに関する正しい知識を得ることができた、という意見

からもニーズがあったと判断できる。

有効性：A

　「プロジェクト」の成果は５つあげられているが、大きく分けると「地域住民のニーズの明確

化」、「HIV/AIDSの知識やカウンセリング技術の向上」、「カウンセリング体制の確立」である。

　「地域住民のニーズの明確化」に関しては、先の「妥当性」のところでも明らかになったとおり、

特にハイリスク・グループが特定されたことが特筆できる。

　HIV/AIDSの知識やカウンセリング技術の向上に関して、現地調査で実際にカウンセリングを

受けた人に対するインタビューを実施することはできなかったこと。またカウンセリング実施

者のスキルを図ることができなかったために、どの程度カウンセリングの技術が向上したかを

知ることはできなかった。しかしながら、VCT開始以前から既に研修を受けたカウンセラーが

活動を開始していることは評価に値する。

　「カウンセリング体制の確立」に関しては、VCTセンターが開設間近であり、当該センターに

おける常勤の看護士も現在養成中であり、人材の投入も時宜を得ているといえる。さらに、感

染症サービスのネットワークも既に構築されていることも本現地調査で確認された。

　以上のような結果から、プロジェクト目標は十分に達成されており、これは成果が実を結ん

だ結果と考えられ、総合的に判断すると、「プロジェクト」は対象地域の住民にとって有効であ
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る、ということがいえる。

効率性：A

　「プロジェクト」に対するモロゴロ・ルーラル県（Morogoro Rural District Council）とンゲレ

ンゲレ郡の役所（Ngerengere Division Office）の協力体制から、「プロジェクト」の実施体制は非

常に効率的であることが確認された。

　Morogoro Rural District Councilは「プロジェクト」のミーティングに参加しており、さらに

ンゲレンゲレで開設予定のVCTで勤務予定の看護士は、現在Morogoro Rural District Council

で養成されている。さらに検査技師１名も他の病院でOJTを受けることとなっている。

　ンゲレンゲレ郡の役所と「プロジェクト」はさらに密接な関係にある。District Medical Officer

（DMO）が今後VCTを担当することとなっており、また一方で小中学校におけるピア・エデュ

ケーターの研修やHIV/AIDSのセミナーの講師も行っている。

　さらに、多くの無給のボランティアやンゲレンゲレADPのスタッフ等の支援を受けているこ

と、研修の講師をDMOが引き受ける等、現地のリソースを十分に活用している点からも「プロ

ジェクト」は効率よく実施されているといえる。

　次に、スタッフの専門性と人員数に関して次のような点が確認された。常勤スタッフは３名

（コーディネーター１名、学生のためのサポートワーカー１名、会計１名）である。「プロジェク

ト」の開始時に雇用されたコーディネーターは「クリニシャン」と呼ばれる医師に準じる医療従事

資格をもっており、以前は他のNGOで２年間HIV/AIDSを担当していたこともあり、当該分野

に関して十分な経験を持つ。スタッフの専門性に問題はないといえるが、３名で12か村を担当

するのは容易ではないという。その理由としてプロジェクトサイトが離れていること、劣悪な

道路状況、公共の交通手段が皆無であることがあげられた。特に雨期には通行が困難になると

いう。実際、調査団が３か村を訪問するにあたって、当初の予想時間を大幅に上回る結果となっ

た。これは政府の都合により道を迂回しなければならなかった事に加えて劣悪な道路状況によ

るものである。

　以上、スタッフの人数に多少問題はあるものの、十分な実施体制の下に活動が実施されてい

ることから、効率性は良いと判断できる。

インパクト：現時点では判断困難

　実際、12か村においてHIV/AIDSの予防等に関する知識が広まっていることは確実である。特

に調査団が訪れた３か村（Ngerengere、Sinyaulime、Kisemo）では、成果３の達成状況からも

明らかになったとおり、人々の意識の変化や行動の変化がインタビューを通して確認された。

「プロジェクト」開始後約１年経過した時点におけるこのような変化をみると住民へのインパクト
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はあったといえる。しかしながら「プロジェクト」の上位目標の達成見込みを現時点で検討するに

は時期尚早であることからインパクトは評価が困難である、という結論に達した。

・予想されなかった正のインパクト

　啓発活動に係る研修参加者のなかには、自分の住んでいる村以外での啓発活動を希望する人

もいた。その理由は、HIV/AIDS等の感染症はセンシティブな問題であることから、顔見知り

でない人々に対しての方が話しやすいということである。現時点での啓発活動家の交流は、12

か村内にとどまっているようだが、前述の希望が実現すれば、啓発活動は12か村以外でも活

発化されるという正のインパクトを生み出す可能性がある。

　なお、「プロジェクト」が実施されたことによる負のインパクトは特に認められなかったが、今

後予想される負のインパクトとして次の点があげられる。

・負のインパクト

　現時点では認められていないが、HIV/AIDSに対する偏見がいまだに強く残っているため、

今後VCTでの検査が始まり多くの人が陽性と判断された場合に、感染者及びその家族が差別

を受ける、また差別を受けることにより生活が苦しくなる、といった状況が生まれる可能性も

ある。

自立発展性：A

　「プロジェクト」は県の保健計画（District Health Plan）に沿ったものであり、プロジェクト計

画時より県と十分な連携をとっていることから、「プロジェクト」終了後も県や郡のサポートを受

け、ンゲレンゲレの他の村にも普及されることが予想できる。また、「プロジェクト」はコミュニ

ティのオーナーシップを重視しており、さらにWVJの自主事業であるADPが今後も同地域で数

年間実施されること等を考慮すると、自立発展性は十分にあると判断される。

　しかしながらVCTセンター開設後のカウンセリングの定着度に関して不透明な部分が残って

いる、という点を十分に考慮する必要がある。

　なお、協力団体であるWVTは、「プロジェクト」へ技術的な側面（プロポーザルの書き方、財政

及び会計）での支援を行っている。WVTは十分な経験を持ち、政府機関からの評価も高い。具体

的には、モロゴロ・ルーラル県（Morogoro Rural District Council）が「プロジェクト」の予算・

会計の透明性を高く評価している。このような団体からの支援も、自立発展に寄与すると考え

られる。
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図４－１　５項目評価「A」、「B」、「C」の判断基準

評価

項目
中項目

結

果
判断基準

Ａ 国家政策として重点課題に位置づけられている

Ｂ 国家政策ではないが、その他の公的計画等で優先順位が高い計画とされている

タンザニアエイズ国家政策

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ 日本の開発政策のなかで重点課題となっている

Ｂ 日本の開発政策の重点課題ではないが、その他の公的計画等で優先されている

日本の対タンザニアエイズに関
する援助方針

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ ベースライン・サーベイや現状分析が行われている

Ｂ ベースライン・サーベイは実施されていないが、地域の社会問題として住民とlocal
governmentが取り上げている

妥

当

性
住民のニーズからみた妥当性

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ 住民のニーズが明確化され、事業計画が策定された

Ｂ 住民のニーズが明確化され、事業計画が策定されたが、実施内容に検討の余地が
ある

成果１：情報を収集し、活動に
反映すべき地域住民のニーズが

明確になった

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ ワークショップが予定どおり開催され、研修受講者が既に高度な知識や技術を駆
使して活動を行っている

Ｂ ワークショップが予定どおり開催され、研修受講者は既に活動を開始している

成果２ヘルスサービス・プロバ
イダーのHIV/AIDS等、性感染症

に関する知識や技術が向上する

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ ワークショップが予定どおり開催され、研修受講者が既にカウンセリングを実施
している

Ｂ ワークショップが予定どおり開催されたが、実際のカウンセリングの実施にまで
いたっていない

成果３：ハイリスクグループへ
の啓蒙教育、カウンセリングの
体制が確立する

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ ワークショップが予定どおり開催され、研修受講者が既にカウンセリングを実施
している

Ｂ ワークショップが予定どおり開催されたが、実際のカウンセリングの実施にまで
いたっていない

成果４：HIV/AIDS感染者及びそ
の家族に対するカウンセリング

体制が確立する

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ カウンセリング体制確立のための研修が開催され、プロジェクト・コーディネー
ター、地域保健員、県の担当者がネットワークを利用し活動している

Ｂ 研修は開催され、プロジェクト・コーディネーター、地域保健員、県の担当者が
会合をもったが、ネットワークを活用した活動は行われていない

有

効

性

成果５：性感染症サービスの体
制が確立する

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ プロジェクトに対しモロゴロ・ルーラル県、ンゲレンゲレ群の協力体制が構築さ

れ、関係機関内で活動がスムーズに行われている

Ｂ プロジェクトに対しモロゴロ・ルーラル県、ンゲレンゲレ群の協力体制が構築さ
れているが、プロジェクトの実施上、問題もみられる

プロジェクトの実施体制の妥当

性（プロジェクトに対する現地
政府の協力度）

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ 研修には適切な講師が派遣され、かつローカルリソースが十分に活用されている

Ｂ 研修には適切な講師が派遣された

プロジェクトの実施体制の妥当

性（プロジェクト実施者の立場
からみた場合の効率性） Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ プロジェクト・スタッフの数はプロジェクト規模に適しており、スタッフは専門
性も持ち合わせている

Ｂ プロジェクト・スタッフの数はプロジェクト規模に適しているが、スタッフは専
門性にやや問題がある

効

率

性 C/Pの配置は適切であったか

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ ンゲレンゲレ群の住民の75％に行動変容がみられる

Ｂ プロジェクトの対象となっている12か村で、人々の間にある程度の意識や行動の
変容がみられる

イ
ン

パ
ク
ト

プロジェクト実施により、ンゲ
レンゲレ群の持続可能な基礎保

健（PHC）、社会支援、行動変容
にかかわるコミュニケーション
を通じてHIVが減少する見込み Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ ンゲレンゲレ郡の住民の75％に行動変容がみられる

Ｂ プロジェクトの対象となっている12か村で、人々の間にある程度の意識や行動の
変容がみられる

実施機関の組織能力の有無

Ｃ 上記２つにあてはまらない

Ａ 啓蒙活動の普及によりHIV/AIDSに関する偏見がなくなり、カウンセリング体制
も定着する見込みがある

Ｂ 啓蒙活動の普及は12か村以外にも広がりを見せ、カウンセリングも定着する見込
みがある

自

立
発
展

性

プロジェクトにより実施された
カウンセリング体制及び啓蒙活

動の普及は適切に活用されるか

Ｃ 上記２つにあてはまらない
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４－２　阻害・貢献要因の総合的検証

　本項では、実施プロセスの調査結果と評価５項目の評価結果から阻害及び貢献要因を検証する。

「有効性」に係る貢献要因

1）　プロジェクトの実施体制の部分でも述べているとおり、プロジェクトサイトのンゲレンゲ

レ郡では、WVが自主事業として1997年から「ンゲレンゲレ拡大地域開発計画（ADP）」を実施し

ている。ADPはコミュニティをベースとした地域開発計画で保健、教育、農業等の地域開発

のための複合的なコンポーネントからなっており、今後10年あまり同地域で続くことになっ

ている。ADPの保健分野においては、HIV/AIDS等の感染症に関する活動も行われており、既

にWVと住民の間に信頼関係が構築されていることが「プロジェクト」実施の大きな貢献要因と

なっていることは見逃せない。またADPに関しては、計画の段階からモロゴロ・ルーラル県

やンゲレンゲレ郡の役所が密接にかかわっており、既に政府機関との連携及び信頼関係が構築

されている。したがって「プロジェクト」に対しても十分な協力体制ができている。

2）　小中学校では、教育指導書のなかにHIV/AIDSに対する内容が盛り込まれており、このこと

が学生、特に教員が「プロジェクト」に積極的に取り組むことを容易にしていると考えられる。

訪問した小学校では低学年もHIV/AIDSクラブに参加しており、活発な活動が学内外で行われ

ていた。さらにタンザニアをあげての取り組みであることから、子供たちの親からの理解も得

られている。

「効率性」に係る貢献要因

　効率性の貢献要因としては、モロゴロ・ルーラル県及びンゲレンゲレ郡との協力体制が十分

に整っていること、県の計画に「プロジェクト」が組み込まれていること、コミュニティのオー

ナーシップが重視されていることが、あげられる。さらにWVTが国内において十分な基盤と実

施体制をもち、「プロジェクト」に多くの協力を行っていることも貢献要因として見逃すことはで

きない。

「自立発展性」に係る貢献要因

　現在タンザニアでは保健セクターにおける地方分権化が進んでおり、保健に係る政策は保健

省が立案し、州及び県が政策の実施機関となっている注19。このような保健セクターの地方分権

注19
保健省には、州、県、にそれぞれ出先機関がある。まず州にはRegional Medical Officer（RMO）が配属さ

れ、次に県レベルではDistrict Medical Officer（DMO）が配属されている。医療の技術的な面については、

現場レベルから県のDMO及び州のRMOを通して保健省に報告されることとなっている。一方事業運営に関

しては県及び州のRegional Administrative Secretary（RAS）を通してPermanent Secretary of President
Office（Regional Administration and Local Government）に報告されることとなっており、保健省は各州

の管理運営には携わっていない。
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化によって、プロジェクトの現場に近い州及び県が政策の実施機関となったことはプロジェク

トの自立発展の大きな貢献要因といえる。

　また、効率性と重複するが、県の計画に「プロジェクト」が組み込まれていること、コミュニ

ティのオーナーシップが重視されていること、ADPが今後10年あまり継続して行われることも

自立発展性の貢献要因として考えられる。

４－３　結　論

　実施後１年での「プロジェクト」の上位目標は、今回作成したPDMe上では達成されていないこと

になる（PDMe作成の問題点を参照）。しかしながら、「プロジェクト」の成果を確認した結果、プロ

ジェクト目標は十分に達成されているということがわかった。

　「プロジェクト」がンゲレンゲレADPをベースとしていること、さらにモロゴロ・ルーラル県の

計画に組み込まれているという点がプロジェクト目標の達成に大きく貢献し、また今後の展望を

計るうえでも大きな要因になっているといえる。

　将来的なプロジェクト目標の達成見込は、今後VCTの本格的な始動に際し、啓発活動の強化及

びカウンセリングの技術の向上に大きく委ねられていると思料される。

４－４　今後の課題及び提言

　今後３年間にわたり、開発パートナー事業「モロゴロ地域HIV/AIDS対策－キャパシティービル

ディング」を実施する場合の課題及び提言は以下のとおり。

・指標に係る改善

　今後益々重要性を増すカウンセリング技術の向上を図るための指標に工夫が必要と思われ

る。一例として、カウンセラーの技術を計る指標の設定があげられる。どの程度技術が向上し

たかを図るためには、一定期間を経てからテストを実施し、その結果８割が80点以上の点数

を取る、というような指標の設定も考えられる。また、カウンセリングの受益者にアンケート

調査を実施し、その満足度を割合で捉えるといった方法もある。

　今後開発パートナー事業を続ける場合には、上位目標の達成度を計る指標として、人々の行

動変容等に係る指標を盛り込むことが有効であり、かつ重要と考える。

・モニタリングの改善

　モニタリングに関して、本調査では主に活動に対するモニタリングが行われていたことが確

認されたが、成果の達成状況及びプロジェクト目標の達成状況に係る指標等の情報を共有し、

モニタリングすることも必要であろう。モニタリング等において、専門性を有するJICA関係



－33－

者のサポートを得ることも肝要であると考えられる。

・関係機関における予算年度の違い

　JICA、WV、DHMTの予算年度が異なるため
注20

報告書の提出時期が異なり、これによって

新年度の計画が立てづらい状況になっており、この点を調整することが望まれる。

・「プロジェクト」におけるHIV/AIDSに関する専門性

　現在のプロジェクト・コーディネーターはHIV/AIDS分野の経験もあり、実にうまく機能・

活動しているが、今後開発パートナー事業として事業展開することになった場合、HIV/AIDS

陽性者へのカウンセリング等センシティブな課題が発生することが予想されるため、事業対象

地域にはHIV/AIDSに関する専門性を有するスタッフの配置が望ましいと考える。スタッフと

しての配置が困難な場合は、専門性を有する人材がある程度関与する態勢が必要である。

注20
予算の新年度はDistrict Health Management Team（DHMT）が１月、WVTが10月、JICAが４月から
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第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓第５章　提言と教訓

５－１　「プロジェクト」に関する具体的な措置、提案、助言

・開発パートナーへの移行

　「プロジェクト」は、平成15年６月30日をもって終了する予定であるが、終了した後も、現

在のモメンタムを消さないために、また現在のプロジェクト・スタッフの事業に関する習熟度

及び精通度を活用するため、開発パートナー事業「モロゴロHIV/AIDS対策事業」は、速やかに

開始されるべきである。国際約束やR／Dについては、「プロジェクト」と同様の手続きとなる

ため、長時間は要しないと考えるが、R／Dの署名者を「プロジェクト」と同様保健省とする

か、あるいは新たに設立されたTACAIDSとするかについては検討の必要があり、現地JICA

事務所の見解等も参考としつつ決定することが望ましい。

・関係機関における予算年度の違い

　JICA、WV、DHMTの予算年度が異なるため新年度の計画が立てづらい、報告書の提出時

期が異なり、「プロジェクト」に余分な労力がかかっているという状況があり、この点は調整を

図るべきである。

・軍関係者とのかかわり

　ンゲレンゲレ郡には２つの軍駐屯地が存在しており、郡の中心地には軍関係者を対象にした

ゲスト・ハウスやバーが複数存在する。現実として、これらの施設ではコマーシャル・セック

ス等の娯楽が提供されており、軍関係者はハイリスクグループとして、認識されている。軍と

のかかわりについては、我が国としても、タンザニア側としても慎重かつ神経を使っている部

分があるが、ンゲレンゲレにおいて、軍の存在は無視できないものであり、軍関係者のセミ

ナーへの参加等、かかわりについては、検討する必要がある。

・保健省アドバイザーとの連携

　今後、検査が実施されるに従い、エイズ患者へのケアや差別の問題等HIV/AIDSの最も深

刻な場面にさしかかることになる。これに対して、保健省アドバイザーからの助言も含め、よ

り専門的な見地から適切なタイミングでプロジェクトに助言する方法を検討する価値があると

思料する。またこのことにより、保健省の本省においても、JICAのプロジェクトとして「プロ

ジェクト」がきちんと認識されると想定される。
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・HIV/AIDS検査の精度

　VCTセンターで実施予定のHIV/AIDSの簡易検査の精度については、現時点では必ずしも

100％ではないことが指摘されており、グローバルイシューとしてより迅速かつ正確な検査の

確立を望むものである。しかしながら、現段階におけるプロジェクト対象地域の事情を勘案し

た場合、簡易検査は適性技術と判断でき、検査結果に疑義の生じた場合は、上位のリファレル

医療施設へ廻送することで対応することが適切な対応と考える。簡易検査の有効性を理解した

うえで、本プロジェクトにおけるHIV/AIDS対策を実施することが、草の根活動として重要

であると判断する。

５－２　NGOとの連携事業について

　今調査においては、開発パートナー事業「持続可能なマルチ稲作」についても現地サイトを訪問

し視察調査したが、評価対象とした小規模パートナー事業「ンゲレンゲレ郡HIV/AIDS対策－キャ

パシティビルディング」と「持続可能なマルチ稲作栽培」は、NGO事業としては好対照にある事業で

あった。前者はNGOとしてかなり組織的にも拡充され、活動においても組織としての体力を十分

に活用して実施している事業であり、後者は団体としての組織性は低いものの、代表自らが現地

農民とともに額に汗して農業技術指導・稲作農家経営助言を行っている文字どおり「草の根」技術

協力の態様を呈しているとの印象を持った。

　視察前の事務所での説明からは、その実施態度が判然とせず、事業内容に関して若干懐疑的で

あったが、訪問して実際にプロジェクト・マネージャーの話を聞き、さらに現場を案内されて、

NGO－JICA事業のひとつのあり方であると感じた。事業内容は、現地貧困農民に対して有機農法

による農業機械等を使用せずとも可能な稲作栽培を指導するものであり、収穫の一部を共用米と

して扱い農民自らが、水路等の農業施設を維持管理できるようなシステムについても考案するな

ど努力が見受けられる。

　しかしながら、事業実施における手続きにおいてJICA事業としての様式に沿っていないという

側面も見受けられ、今後は事務所とのコミュニケーションの度合いを高めるなどして、適切な事

業管理に努力することが必要である。また、プロジェクトの活動範囲にJICA・NGO双方で確認

し、それ以外の事項に関しては事前の連絡・相談等を徹底することも重要である。

　事務所への助言としては、プロジェクト・マネージャーのみならず、プロジェクトの調整員を

活用し、そのシステムを作成することが肝要であるということがあげられる。

　一方、今回、実施中の事業を今後更に展開する可能性を含めて、評価方法から検討して評価を

実施した。JICA事業としての事業費が限定されている、NGOの自主事業と併行してJICAとの共

同事業が実施されているなどの理由から、投入と成果との因果関係を明確に判定することが困難

であった。
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　NGOとの連携事業は、従来のJICA事業とは、性質及び実施方法が異なることから、今までの

JICAの評価方法は必ずしも適当ではない。加えて、NGOにも、様々な団体があり、組織力、専門

性のレベル、活動方法が多岐にわたっている。それら相異点をどのように解釈し、JICA事業とし

て評価するか、評価方法若しくは評価自体のあり方を早急に検討することが肝要であると考える。

その際には、JICA・NGO連携事業の意義を考慮し、プロジェクトの直接的な目標達成度、インパ

クトのみならず、「国民の国際協力への参加の促進」、その他「NGOならではの活動」も含めての評

価をすることが重要と考える。
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